
株主メモ
事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日
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毎年4月1日から翌年3月31日まで

6月中

3月31日
その他必要ある場合はあらかじめ公告いたします。

期末配当金につきましては3月31日、中間配当金の
支払いを行う場合は9月30日といたします。

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1－1
電話　0120－232－711（通話料無料）
郵送先　〒137－8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

東京証券取引所、札幌証券取引所

日本経済新聞

（ご注意）
１． 株主様の住所変更、配当金の振込みのご指定、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原
則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設さ
れている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いで
きませんのでご注意ください。

２． 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管
理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せく
ださい。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３． 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いたします。

株主の皆様へ
第79期 中間報告書
平成29年4月1日から平成29年9月30日まで

〒100-0005 東京都千代田区丸の内2-2-2  丸の内三井ビル4階
TEL.03-3213-6811  FAX.03-3213-2825
http://www.tomoku.co.jp/

証券コード 3946

Packaging Innovation

当社は2017年10月1日をもって、単元株式数の変更および株式併合
を実施しました。
１．単元株式数の変更
（1）変更の内容：単元株式数を1,000株から100株に変更いたしまし

た。
（2）変更の理由：全国証券取引所が、投資家の皆様の利便性を向

上させるために、全ての国内上場会社の普通株式の売買単位
を100株に集約することを目指しており、当社もこの趣旨を尊
重し、単元株式数を100株に変更することとしました。

２．株式併合
（1）併合の目的：当社株式の投資単位を上記単元株式数の変更後

においても全国証券取引所が望ましいとする投資単位の水準
（5万円以上50万円未満）とすることを目的として、5株を1株
とする株式併合を行いました。

（2）併合の内容：当社普通株式につき、本年9月30日の最終の株主
名簿に記載または記録された株主様の所有株式数について5株
を1株の割合で併合しました。

（3）併合の影響：株式併合により、発行済株式総数が5分の1に減
少することとなりますが、純資産等は変動しませんので、1株
当たりの純資産は5倍となり、株式市況の変動などほかの要因
を除けば、当社株式の資産価値に変動はありません。

（4）端数株式の処分：株式併合の結果、1株に満たない端数株式が
生じた場合、会社法の定めにもとづき、当社が一括して処分し、
その処分代金を第79期中間配当金に合算してお支払いいたし
ます。

単元株式数の変更および株式併合について

単元未満株式（100株に満たない株式）の買取請求のご案内

単元未満株式の「買取請求」を希望する株主様は、下記の口座管
理機関へお問い合わせください。
　（１）証券会社等に口座をお持ちの株主様
 …お取引のある証券会社等（口座管理機関）へお問い合わ

せください。
　（２）特別口座に記録された株主様
 …下記三菱UFJ信託銀行（特別口座管理機関）へお問い合

わせください。
 （株式併合についてのお問い合わせも同じになります。）

 （お問い合わせ先）
 　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
 　東京都府中市日鋼町1－1
 　電話　0120－232－711（通話料無料）
 　郵送先　〒137－8081　新東京郵便局私書箱第29号
  三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部



株主の皆様へ

　株主の皆様には平素より格別のご高配
を賜り、厚く御礼申し上げます。当社第79
期第2四半期連結累計期間（平成29年4
月1日から平成29年9月30日まで）の事業
の概況につきまして、ご報告申し上げます。
　当第２四半期連結累計期間におけるわ
が国経済は、企業収益が高水準で推移

する中、設備投資は緩やかな増加基調にあり、個人消費も雇用・所
得環境が着実に改善し底堅さを増しています。
　その中で当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は
74,654百万円（前年同期比9.1％増）、経常利益は1,673百万円（同
24.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は822百万円（前
年同期の親会社株主に帰属する四半期純利益３百万円）となりまし
た。
　セグメント別の業績は次ページに記載の通りでございます。

　通期の業績予想につきましては、当第２四半期累計期間の業績
を踏まえ、平成29年５月８日に発表いたしました業績予想を変更して
おりません。
　以上ご報告の通りでございますが、中間配当金につきましては1株
につき3円とさせていただきます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご協力を
賜りますよう心からお願い申し上げます。

岩槻工場

四半期連結財務諸表（要旨）

段ボール 売上高　 427億51百万円（前年同期比0.7％増）
営業利益　 27億46百万円（同12.9％減）

　段ボールの需要は、国内経済が着実な改善傾向にある中、食品向けや通販・
宅配向け等の需要増もあり、生産量は前年同期を着実に上回る見通しであります。
　当社グループの段ボール生産量も、前年同期を上回りました。
　岩槻工場では、８月に加工の更なる生産性向上を目指して能力増強と品質強
化を目的に加工機３台を最新鋭に更新するとともに労働環境に配慮したレイアウ
トや工場内照明のＬＥＤ化を進める等、工場の環境整備を行いました。連結子会
社の㈱トーシンパッケージでも生産能力向上と品質強化を図り、加工機１台を更
新しました。
　開発部門では、素材等の基礎研究を積極的に推進するために体制の刷新を
進めるとともに事業所環境の大幅な整備を実施し、併せてインタラクティヴなオ
フィス化を図りました。
　当社グループは、生産力の強化
や品質面での一級品作りを積極的に
推進し、更なる内部コストの削減に
努めるとともに、「ＴＭオンリーワン」
のフラッグの下、その基盤となる新技
術の開発や労働環境の改善、人材
育成にも前向きに取組んでおります。

セグメント業績

　住宅市場においては、雇用・所得環境の改善傾向に加え、住宅ローン金利が
引き続き低い水準にあることや政府による様々な住宅取得支援策等により住宅
取得の需要は堅調に推移しました。住宅全体では堅調でしたが、専用住宅におい
ては低迷が続いております。
　スウェーデンハウス㈱は、「オリコン日本顧客満足度ランキング」（注文住宅部
門）３年連続総合№１の受賞を積極的に訴求するとともにZEH補助金対象企画
商品「HUS ECO ZERO LIMITED EDITION」の改定等の商品戦略を展開し、
高級ブランドの浸透に努めるとともに新企画商品「Hemma Bäst」（ヘンマ　ベ
スト）をリリースする等販売強化に取組んでおります。

売上高　 131億62百万円（前年同期比9.5％増）
営業損失　 17億94百万円（前年同期営業損失23億21百万円）住宅

平成29年12月
代表取締役社長　斎藤 英男

　運輸倉庫においては、上半期前半の好天の影
響により飲料関係が順調に推移し、前期より開
始した新規取引先の取扱が伸長しました。セン
ター開設に伴う一時費用の発生や車両不足、ド
ライバー不足等による費用増加もありましたが
内部コスト改善に努めました。

売上高　 187億40百万円（前年同期比34.0％増）
営業利益　　 9億89百万円（同17.8％増）運輸倉庫

四半期連結貸借対照表

区　　分 当第2四半期連結会計期間末
（平成29年9月30日現在）

前連結会計年度末（ご参考）
（平成29年3月31日現在）

資産の部
　流動資産
　固定資産
　　有形固定資産
　　無形固定資産
　　投資その他の資産
資産合計
負債の部
　流動負債
　固定負債
負債合計
純資産の部
　株主資本
　　資本金
　　資本剰余金
　　利益剰余金
　　自己株式
　その他の包括利益累計額
　非支配株主持分
純資産合計
負債純資産合計

（単位：百万円）

四半期連結損益計算書

区　　分
当第2四半期連結累計期間
平成29年4月1日から（平成29年9月30日まで）

前第2四半期連結累計期間
平成28年4月1日から（平成28年9月30日まで）

売上高
　売上原価
売上総利益
　販売費及び一般管理費
営業利益
　営業外収益
　営業外費用
経常利益
　特別利益
　特別損失
税金等調整前四半期純利益
　法人税、住民税及び事業税
　法人税等調整額

　非支配株主に帰属する四半期純利益
親会社株主に帰属する四半期純利益

（単位：百万円）

　四半期純利益

57,707
83,016
69,609
245

13,161
140,723

43,396
42,118
85,514

51,263
13,669
11,234
30,671
△ 4,312
3,541
403

55,209
140,723

56,216
80,316
66,907
238

13,170
136,532

37,932
43,892
81,825

50,961
13,669
11,234
30,365
△ 4,309
3,284
462

54,707
136,532

74,654
61,779
12,874
11,337
1,536
372
235
1,673
ー
96

1,577
1,245
△ 552
883
61
822

68,442
56,009
12,432
11,116
1,315
571
541
1,345
360
289
1,416
1,921
△ 621
116
112
3
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年同期の親会社株主に帰属する四半期純利益３百万円）となりまし
た。
　セグメント別の業績は次ページに記載の通りでございます。

　通期の業績予想につきましては、当第２四半期累計期間の業績
を踏まえ、平成29年５月８日に発表いたしました業績予想を変更して
おりません。
　以上ご報告の通りでございますが、中間配当金につきましては1株
につき3円とさせていただきます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご協力を
賜りますよう心からお願い申し上げます。

岩槻工場

四半期連結財務諸表（要旨）

段ボール 売上高　 427億51百万円（前年同期比0.7％増）
営業利益　 27億46百万円（同12.9％減）

　段ボールの需要は、国内経済が着実な改善傾向にある中、食品向けや通販・
宅配向け等の需要増もあり、生産量は前年同期を着実に上回る見通しであります。
　当社グループの段ボール生産量も、前年同期を上回りました。
　岩槻工場では、８月に加工の更なる生産性向上を目指して能力増強と品質強
化を目的に加工機３台を最新鋭に更新するとともに労働環境に配慮したレイアウ
トや工場内照明のＬＥＤ化を進める等、工場の環境整備を行いました。連結子会
社の㈱トーシンパッケージでも生産能力向上と品質強化を図り、加工機１台を更
新しました。
　開発部門では、素材等の基礎研究を積極的に推進するために体制の刷新を
進めるとともに事業所環境の大幅な整備を実施し、併せてインタラクティヴなオ
フィス化を図りました。
　当社グループは、生産力の強化
や品質面での一級品作りを積極的に
推進し、更なる内部コストの削減に
努めるとともに、「ＴＭオンリーワン」
のフラッグの下、その基盤となる新技
術の開発や労働環境の改善、人材
育成にも前向きに取組んでおります。

セグメント業績

　住宅市場においては、雇用・所得環境の改善傾向に加え、住宅ローン金利が
引き続き低い水準にあることや政府による様々な住宅取得支援策等により住宅
取得の需要は堅調に推移しました。住宅全体では堅調でしたが、専用住宅におい
ては低迷が続いております。
　スウェーデンハウス㈱は、「オリコン日本顧客満足度ランキング」（注文住宅部
門）３年連続総合№１の受賞を積極的に訴求するとともにZEH補助金対象企画
商品「HUS ECO ZERO LIMITED EDITION」の改定等の商品戦略を展開し、
高級ブランドの浸透に努めるとともに新企画商品「Hemma Bäst」（ヘンマ　ベ
スト）をリリースする等販売強化に取組んでおります。

売上高　 131億62百万円（前年同期比9.5％増）
営業損失　 17億94百万円（前年同期営業損失23億21百万円）住宅

平成29年12月
代表取締役社長　斎藤 英男

　運輸倉庫においては、上半期前半の好天の影
響により飲料関係が順調に推移し、前期より開
始した新規取引先の取扱が伸長しました。セン
ター開設に伴う一時費用の発生や車両不足、ド
ライバー不足等による費用増加もありましたが
内部コスト改善に努めました。

売上高　 187億40百万円（前年同期比34.0％増）
営業利益　　 9億89百万円（同17.8％増）運輸倉庫

四半期連結貸借対照表

区　　分 当第2四半期連結会計期間末
（平成29年9月30日現在）

前連結会計年度末（ご参考）
（平成29年3月31日現在）

資産の部
　流動資産
　固定資産
　　有形固定資産
　　無形固定資産
　　投資その他の資産
資産合計
負債の部
　流動負債
　固定負債
負債合計
純資産の部
　株主資本
　　資本金
　　資本剰余金
　　利益剰余金
　　自己株式
　その他の包括利益累計額
　非支配株主持分
純資産合計
負債純資産合計

（単位：百万円）

四半期連結損益計算書

区　　分
当第2四半期連結累計期間
平成29年4月1日から（平成29年9月30日まで）

前第2四半期連結累計期間
平成28年4月1日から（平成28年9月30日まで）

売上高
　売上原価
売上総利益
　販売費及び一般管理費
営業利益
　営業外収益
　営業外費用
経常利益
　特別利益
　特別損失
税金等調整前四半期純利益
　法人税、住民税及び事業税
　法人税等調整額

　非支配株主に帰属する四半期純利益
親会社株主に帰属する四半期純利益

（単位：百万円）

　四半期純利益

57,707
83,016
69,609
245

13,161
140,723

43,396
42,118
85,514

51,263
13,669
11,234
30,671
△ 4,312
3,541
403

55,209
140,723

56,216
80,316
66,907
238

13,170
136,532

37,932
43,892
81,825

50,961
13,669
11,234
30,365
△ 4,309
3,284
462

54,707
136,532

74,654
61,779
12,874
11,337
1,536
372
235
1,673
ー
96

1,577
1,245
△ 552
883
61
822

68,442
56,009
12,432
11,116
1,315
571
541
1,345
360
289
1,416
1,921
△ 621
116
112
3



株主メモ
事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

配当金支払株主確定日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

上 場 証 券 取 引 所

公 告 掲 載 新 聞

毎年4月1日から翌年3月31日まで

6月中

3月31日
その他必要ある場合はあらかじめ公告いたします。

期末配当金につきましては3月31日、中間配当金の
支払いを行う場合は9月30日といたします。

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1－1
電話　0120－232－711（通話料無料）
郵送先　〒137－8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

東京証券取引所、札幌証券取引所

日本経済新聞

（ご注意）
１． 株主様の住所変更、配当金の振込みのご指定、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原
則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設さ
れている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いで
きませんのでご注意ください。

２． 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管
理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せく
ださい。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３． 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いたします。

株主の皆様へ
第79期 中間報告書
平成29年4月1日から平成29年9月30日まで

〒100-0005 東京都千代田区丸の内2-2-2  丸の内三井ビル4階
TEL.03-3213-6811  FAX.03-3213-2825
http://www.tomoku.co.jp/

証券コード 3946

Packaging Innovation

当社は2017年10月1日をもって、単元株式数の変更および株式併合
を実施しました。
１．単元株式数の変更
（1）変更の内容：単元株式数を1,000株から100株に変更いたしまし

た。
（2）変更の理由：全国証券取引所が、投資家の皆様の利便性を向

上させるために、全ての国内上場会社の普通株式の売買単位
を100株に集約することを目指しており、当社もこの趣旨を尊
重し、単元株式数を100株に変更することとしました。

２．株式併合
（1）併合の目的：当社株式の投資単位を上記単元株式数の変更後

においても全国証券取引所が望ましいとする投資単位の水準
（5万円以上50万円未満）とすることを目的として、5株を1株
とする株式併合を行いました。

（2）併合の内容：当社普通株式につき、本年9月30日の最終の株主
名簿に記載または記録された株主様の所有株式数について5株
を1株の割合で併合しました。

（3）併合の影響：株式併合により、発行済株式総数が5分の1に減
少することとなりますが、純資産等は変動しませんので、1株
当たりの純資産は5倍となり、株式市況の変動などほかの要因
を除けば、当社株式の資産価値に変動はありません。

（4）端数株式の処分：株式併合の結果、1株に満たない端数株式が
生じた場合、会社法の定めにもとづき、当社が一括して処分し、
その処分代金を第79期中間配当金に合算してお支払いいたし
ます。

単元株式数の変更および株式併合について

単元未満株式（100株に満たない株式）の買取請求のご案内

単元未満株式の「買取請求」を希望する株主様は、下記の口座管
理機関へお問い合わせください。
　（１）証券会社等に口座をお持ちの株主様
 …お取引のある証券会社等（口座管理機関）へお問い合わ

せください。
　（２）特別口座に記録された株主様
 …下記三菱UFJ信託銀行（特別口座管理機関）へお問い合

わせください。
 （株式併合についてのお問い合わせも同じになります。）

 （お問い合わせ先）
 　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
 　東京都府中市日鋼町1－1
 　電話　0120－232－711（通話料無料）
 　郵送先　〒137－8081　新東京郵便局私書箱第29号
  三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部



株主メモ
事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

配当金支払株主確定日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

上 場 証 券 取 引 所

公 告 掲 載 新 聞

毎年4月1日から翌年3月31日まで

6月中

3月31日
その他必要ある場合はあらかじめ公告いたします。

期末配当金につきましては3月31日、中間配当金の
支払いを行う場合は9月30日といたします。

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1－1
電話　0120－232－711（通話料無料）
郵送先　〒137－8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

東京証券取引所、札幌証券取引所

日本経済新聞

（ご注意）
１． 株主様の住所変更、配当金の振込みのご指定、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原
則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設さ
れている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いで
きませんのでご注意ください。

２． 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管
理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せく
ださい。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３． 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いたします。

株主の皆様へ
第79期 中間報告書
平成29年4月1日から平成29年9月30日まで

〒100-0005 東京都千代田区丸の内2-2-2  丸の内三井ビル4階
TEL.03-3213-6811  FAX.03-3213-2825
http://www.tomoku.co.jp/

証券コード 3946

Packaging Innovation

当社は2017年10月1日をもって、単元株式数の変更および株式併合
を実施しました。
１．単元株式数の変更
（1）変更の内容：単元株式数を1,000株から100株に変更いたしまし

た。
（2）変更の理由：全国証券取引所が、投資家の皆様の利便性を向

上させるために、全ての国内上場会社の普通株式の売買単位
を100株に集約することを目指しており、当社もこの趣旨を尊
重し、単元株式数を100株に変更することとしました。

２．株式併合
（1）併合の目的：当社株式の投資単位を上記単元株式数の変更後

においても全国証券取引所が望ましいとする投資単位の水準
（5万円以上50万円未満）とすることを目的として、5株を1株
とする株式併合を行いました。

（2）併合の内容：当社普通株式につき、本年9月30日の最終の株主
名簿に記載または記録された株主様の所有株式数について5株
を1株の割合で併合しました。

（3）併合の影響：株式併合により、発行済株式総数が5分の1に減
少することとなりますが、純資産等は変動しませんので、1株
当たりの純資産は5倍となり、株式市況の変動などほかの要因
を除けば、当社株式の資産価値に変動はありません。

（4）端数株式の処分：株式併合の結果、1株に満たない端数株式が
生じた場合、会社法の定めにもとづき、当社が一括して処分し、
その処分代金を第79期中間配当金に合算してお支払いいたし
ます。

単元株式数の変更および株式併合について

単元未満株式（100株に満たない株式）の買取請求のご案内

単元未満株式の「買取請求」を希望する株主様は、下記の口座管
理機関へお問い合わせください。
　（１）証券会社等に口座をお持ちの株主様
 …お取引のある証券会社等（口座管理機関）へお問い合わ

せください。
　（２）特別口座に記録された株主様
 …下記三菱UFJ信託銀行（特別口座管理機関）へお問い合

わせください。
 （株式併合についてのお問い合わせも同じになります。）

 （お問い合わせ先）
 　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
 　東京都府中市日鋼町1－1
 　電話　0120－232－711（通話料無料）
 　郵送先　〒137－8081　新東京郵便局私書箱第29号
  三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部


